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Ⅰ．問題の所在

本研究の目的は，地方居住者のソーシャル

キャピタルと生活困難，生活不安，そして生

活満足との関係を実証的に検証することであ

る。

近年における地方の状況は深刻を極めてい

る。若者が町から離れることにより生じる少

子高齢化により農業・漁業などの第一次産業

の担い手のみならず，地方のコミュニティの

活動の継承者がいなくなるという事態が生ま

れている。また，産業の衰退は，同時にその

跡継ぎを失わせているだけではなく，経済の

衰退を招いてきた。このような人口減少は，

それまでも便利とは言えなかった公共交通機

関の交通網をより不便なものにさせている側

面もある。現在，地方が見直されているロー

カル化という動きもあるが，グローバル化の

波の中に埋もれてしまっている（金子 ２００２；

野口 ２００８）。

他方では，福祉や医療の先進自治体も地方

に生まれていることも事実である。しかし，

福祉医療の先進自治体も，実際は箱物づくり，

もしくはその維持のために結局は多くの借入

金を抱えている。今後，より高齢化が進むと

本当にそれらの体制を維持することが可能で

あろうか。また，モデル事業として指定され

てそれらの政策を推進している自治体も同様

である。それらが打ち切られたとき，どのよ

うにそれらの施設を維持することができるだ

ろうか。

地方のコミュニティに視点を移すとまちづ

くりにより早く取り組み成果を上げているコ

ミュニティも存在することも事実である。た

とえば，アーチスト・イン・レジデンス，

ファームステイ，飼料・葉っぱなどの地方ビ

ジネス，自然体験・交流事業などで早々と他

のコミュニティの見本となった地域もある。

しかしそれらの中にはある強力なリーダーシッ

プのもとに構築された事業も存在する。次の，

そして，次の次の担い手は，若者が去った地

方から現れるのであろうか。

また，地方の発展を阻害する要因は，コミュ

ニティの中にもある。たとえば，行政やコミュ

ニティの幹部への伝統的に続けられる依存で

ある。いわゆるリーダーシップと呼ばれるも

のはある程度は必要であろう。しかし，それ

が過度に強すぎると，もしくは，そのような

状態が何年も続いて経過すると住民はそれに

依存することが当たり前と思えるようになる。

もちろん，そこには歴史的な階級構造の背景

などが続いている場合もある。そして，地域

への利益誘導，地域エゴ，もしくはコミュナ

リズムなどと呼ばれるものもある。これによ
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り，地域における少ない資源が奪い合いの競

争状態に陥る可能性もある。最後に，戦後，

現在に至るまで日本においては，市町村合併

を繰り返してきたこともコミュニティの発展

阻害の原因でもある。合併の中には，文化や

産業などが異なる地域の合併や，住民が意図

せざる半ば強制的なものも含まれる。その中

で複数の文化から止揚された新しい文化を持

つコミュニティは可能なのであろうか。

これらを考えると，特に，疲弊した地方部

における本当の持続可能性とは何かが問われ

ていることがわかる。労働集約的で伝統的な

方法に乗ってきた（もしくは，農協・漁協な

どに依存した）経営を行ってきた第一次産業

が中心の保守的であった町村においてもひと

つの分岐点が来たのではないだろうか。

そこで考えられているのは，新しいつなが

りを作る試みであると言われている。たとえ

ば，今村ら（２０１０）などは都市部でしばしば

見られるようになった住民参加型の新しいつ

ながりを作り，自治を行うことの必要を説い

ている。すなわち，伝統型のコミュニティの

結びつきを超えた新しい市民的参加が都市だ

けではなく，地方においても必要となってき

たのではないだろうか。たとえば，野口

（２００８：３２７）は，地方都市や中山間地域の

集落において，地域の再生や持続可能な地域

コミュニティや新しい市民活動の形成には，

ソーシャルキャピタルが不可欠であると述べ

ている。ソーシャルキャピタルは，Coleman
（１９８８）などによって社会学研究に用いられ

た概念である。後に Putnumなどがイタリ
アやアメリカ合衆国を例に民主主義制度の醸

成の関連に関する研究で発展させ，その後ソー

シャルキャピタルは，健康，貧困からの脱出，

行政パフォーマンスなど多くの研究において

用いられるようになった。Putnumのソーシャ
ルキャピタルの定義は，ネットワーク，信頼，

規範である（１９９４）。このような定義は，多

少のばらつきはあるものの，多くの研究で用

いられている。

ソーシャルキャピタルは，岩間（２００３）が

ホームレス援助の例で示したように，「資源」

であり，それが誰かの助けになるべきもので

あろう。いわゆる疲弊した，そして，都市部

などより交通などさまざまな不便であること

を補完するものとなる可能性がある。

本研究においては，ソーシャルキャピタル

がまちづくりや福祉コミュニティ作りとどの

ような関係があるかについて検討を行うため

に，実際の調査データからソーシャルキャピ

タルが生活困難や生活不安，生活に関する不

満足をどのように緩和させているかを検証し，

地方における新しいコミュニティ作りを模索

する。

Ⅱ．データと変数

� データの収集

データは２０１０年７月から８月にかけて，東

北地方のある町で行われたデータから収集し

た。その町は，人口が約１万人，面積が３３０

平方キロメートルほど，２００５年の高齢化率は

２９．９パーセントである。町の中央部は平らな

土地であるが，まわりは多くの土地が奥羽山

脈に属している。農林業と温泉が点在するた

め，そして松尾芭蕉の訪れた地として，また，

義経伝説の残る場所として観光業も盛んであ

る町である。

確率比例抽出法によって住民からランダム

にサンプリングしたアンケート調査では，他

人や地域住民への信頼，パーソナルネットワー

ク，地域活動集団への所属などのソーシャル

キャピタルに関する項目，地域におけるつき

あい，行政への依存，自分が思い入れのある

地域範囲，生活困難事項，生活に関する不安

なこと，生活満足度，健康，そして，居住す

る集落名を含めた個人の属性などを尋ねた。

１０１５票を配布し７７１票を回収した。回収率は

７６．０パーセントとであった。
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� 分析の単位と構造

本研究においては，基本的には，個人を対

象とした調査データで個人を単位とした分析

を行う。しかし，実際にそれらの調査対象者

の個人はそれぞれの集落に住み，そして，そ

のなかのその近隣を中心に生活を行う。たと

えば，いわゆるコミュニティ，もしくは野口

（２００８）が言及するような福祉コミュニティ

という言葉を考えた場合，それは個人が住む

どの空間になるのであろうか。それを定義す

るのは非常に難しい問題である。ここでは，

まず，人々が住む集落に対して焦点を当てて，

集落とそこに入れ子となった個人という構造

を想定する。集落では，それぞれ自治活動な

どが行われている。それは，ひとつの福祉コ

ミュニティを構築する場となるはずである。

このような入れ子となった構造はマルチレベ

ル（多水準）と呼ばれる。

本研究で用いたデータにおいては，集落を

代表する個人を調査対象者として抽出した。

すなわち，上述したような集落に個人が入れ

子になるような構造である。この町には，大

小取り混ぜて５０の集落が存在する。福祉コミュ

ニティ形成のためには，集落自治活動はその

基盤となる可能性が高い。したがって，この

ようなデータを取り，それらの集落の差異な

ども考慮に入れた分析を行うことを意図して

いる。

このような構造は，中田（２０１０）でも示し

たが，貧困への脱出に関してソーシャルキャ

ピタルを用いた世界銀行関連の研究者の分析

枠組みである１）。

� 用いた変数と分析モデル

まず，従属変数として用いたものは，個人

の生活に関する３つの変数である。

�生活に関する不安：１）「近所のお付き合
いが減ること，２）集落活動の衰退，３）その町

の産業や経済，４）地域から子供が減っていく

こと」という４つの不安材料に関して，「非

常に不安，やや不安，それほど不安でない，

まったく不安でない」の４つの選択肢で答え

ていただく設問である。この一連の質問群に

対しても因子分析（主因子法）を行った結果，

ひとつの因子のみが抽出された。これは，生

活不安と名付けた。因子分析の結果は表１に

示した。

�生活満足度：「あなたは，現在のご自身
の生活に満足していますか。当てはまるもの

ひとつを選び，その数字に○をつけてくださ

表２ 生活困難事項の因子分析

表１ 不安に関する因子分析

「活動」 「余暇」 「文化」 「インフラ」
� 道路整備が不十分 ．０７８ ．１７４ ．１５２ ．４８４
� 上下水道の整備が不十分 ．２１０ ．１２２ ．０９６ ．４２４
� 公園や図書館などの公共空間・施設の整備が不十分 ．２９５ ．３１１ ．６８０ ．１９９
� バスや電車などの公共交通機関の整備が不十分 ．１５１ ．３３０ ．２８８ ．３６５
� 警察や消防など，集落の安全を守る機能が不十分 ．３２３ ．１７５ ．１６９ ．１８２
� 文化の振興，青少年の健全育成のための取り組みが不十分 ．６１５ ．２５０ ．２４５ ．０８１
� 買い物をするための店が不足している ．１９９ ．５７８ ．２９６ ．２３８
� 大人が生涯教育を受けるための場所が不足 ．４６９ ．３１２ ．４０８ ．０５１
	 医療機関の整備が不十分である ．２２６ ．３３９ ．２６４ ．２６０

 自分が受けたい福祉サービスが不足 ．２７５ ．１７６ ．１４２ ．１１９
� 子育ての場所や情報交換などが不十分 ．４９４ ．３０１ ．３０５ ．２５０
� 老人クラブや子供会などの地縁活動の衰退 ．３２１ ．３０１ ．１７５ ．０５２

 近くに住む友人や知人が減っている ．３０４ ．３７８ ．０９０ ．０６８
� 余暇を楽しむための娯楽施設が少ない ．３５１ ．４８６ ．４３１ ．１２０

「不安」因子

１）近所のお付き合いが減ること ．８１２

２）集落活動の衰退 ．９３２

３）その町の産業や経済 ．８４９

４）地域から子供が減っていくこと ．７４４
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い。」という質問に対して「１）非常に満足 ２）

やや満足 ３）どちらともいえない ４）やや不

満 ５）非常に不満」という５つの選択肢で答

えていただいたものである。選択肢の番号か

ら６を引いた値を調査対象者の生活満足の程

度とした。

�どのような生活困難を抱えているか：表
２に示した１４の項目によって測定した。これ

らに対して当てはまるものにいくつでも丸を

付けて答えていただいた。この結果は，まず

因子分析を行い，どのような潜在構造がある

かを調べた。因子分析は，主因子法，プロマッ

クス回転で行った。その結果，この１４の問か

らは４つの因子が検出された。それぞれは，１）

「活動」因子（⑥文化や青少年育成，⑧生涯

教育，⑪子育てで因子得点が高い，また，⑫

地縁活動の衰退，⑬友人の減少，⑭娯楽施設

で因子得点がやや高い），２）「余暇」因子（⑦

買い物をする店，⑭娯楽施設で因子得点が高

い），３）「文化」因子（③公共施設・空間，⑧

生涯教育，⑭娯楽施設で因子得点が高い），４）

「インフラ」因子（①道路整備，②上下水道，

④公共交通機関が高い）と名付けた。

次に，独立変数には，まず，個人レベルの

変数として，ソーシャルキャピタルに関する

変数を用いた。ここでのソーシャルキャピタ

ルの変数は，地域への信頼と近隣

におけるつきあい，地域活動へ参

加しているか否かのダミー変数を

用いた。上述したとおり信頼は

Putnum（２０００）を始めとする多
くの研究者によって用いられてい

るものである。また，近隣におけ

るつきあいは，同様に多くの研究

者がソーシャルキャピタルの定義

として用いているパーソナルネッ

トワークの程度を表わすものとし

て用いた。また，最後に，地域組

織活動への参加は Grootaert=Van
Bastelaer（２００２）がソーシャル

キャピタルの定義として用いているものであ

る。

また，他の独立変数としては，個人の年齢，

性別，教育年数，婚姻上の地位のダミー変数

（既婚は「１」，未婚，死別，離別は「０」），

従業上の地位のダミー変数（パート・アルバ

イトを含めて職業に就いている者を「１」，専

業主婦を含む無職が「０」），健康満足度，居

住年数を用いた。

従属変数と独立変数を概観したものは表３

に示した。

本研究においては，ソーシャルキャピタル

が生活に関する不安や満足度をどのように補

完しているかを検証する。たとえば，生活に

関して困っている個人は，どのようにそれを

解決するのであるかを考えた場合，都市など

インフラストラクチャーが整備されていれば，

それは他の人の手を借りないで，何らかの形

で個人の助けになる可能性がある。しかし，

地方においては，そのようなものが多くはな

いので，他人の手を借りなければならないか

もしれない。したがって，もし問題が多い地

域や個人ほどソーシャルキャピタルが多く存

在する可能性がある。もちろん，ソーシャル

キャピタルが高ければ個人の生活不安が解消

され，生活の満足度が高くなるというのは，

度数 平均値 標準偏差 変数の構成

地域へ信頼 ７２５ １．７０ ．５６ ４つの選択肢から

近隣の付き合い ７５０ ３．４２ １．２１ ４つの選択肢から

地域組織参加 ６６２ ０．２９ ０．４６ ダミー変数（参加＝１）

「不安」因子 ６７２ ０ ０．９６ 因子分析により抽出

生活満足度 ６９４ ３．３６ １．０５ ５つの選択肢から

生活困難「活動」 ７６９ ０ ０．８０ 因子分析により抽出

生活困難「余暇」 ７６９ ０ ０．７８ 因子分析により抽出

生活困難「文化」 ７６９ ０ ０．７８ 因子分析により抽出

生活困難「インフラ」 ７６９ ０ ０．６８ 因子分析により抽出

性別 ７６４ ０．４５ ０．５０ ダミー変数（男性＝１）

年齢 ７６５ ５７．４８ １８．２３

教育年数 ７３８ １１．０５ ２．６１

婚姻上の地位 ７７１ ０．７０ ０．４６ ダミー変数（既婚＝１）

従業上の地位 ７７１ ０．５７ ０．５０ ダミー変数（有職＝１）

健康満足度 ６９２ ３．０３ １．１０ ５つの選択肢から

居住年数 ７３１ ３４．３８ １９．６３ 実年数

表３ 変数のプロフィール
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逆に考えると，生活不安が無く，生活の満足

度が高い個人にソーシャルキャピタルが高い

という仮説の検証の裏返しである。しかし，

上記の地方という特殊性のため，このような

仮説が論理的に成立すると考えた。

本研究で用いるデータは，前述のとおり，

集落に個人が入れ子になった構造となってい

る。そして，地方の集落においても中心部や

それに対する周辺部が存在する。ここでは，

それほど集落の質的な側面を網羅できるわけ

ではないが，マルチレベルの回帰分析によっ

て分析を行い，集落間のばらつきも勘案した

モデルで分析した２）。なお，分析に用いたソ

フトウェアは Stata１１である。ただし，因子
分析を用いた因子の検出による潜在変数の構

築を含むデータセットの作成には SPSS１５．０J
for Windowsを用いた。

Ⅲ．分 析

� ソーシャルキャピタルと生活不安

まず，ソーシャルキャピタルと生活に関す

る不安がどのような関係にあるかを概観する。

これらの変数の相関係数は表４である。この

表では相関係数を算出した個人はリストワイ

ズしたものであるのでケース数は５０２となり，

多少，以下の分析で用いたケースとは異なっ

ている。しかし，これにより大まかな様相は

捉えることができるだろう。

まず，ここで用いたソーシャルキャピタル

の指標の間には相関がないことが見て取れる。

これはそれぞれが異なる側面を測定したもの

であることを示している。他方，生活に関す

る変数も同様である。ここで，生活困難の４

つの因子には相関が高いが，これはもちろん

ひとつの尺度から抽出した概念であるからで

ある。ただし，今回の因子分析では斜交解の

プロマックス回転を用いた。したがって，こ

れらの因子は独立，いわゆる相関が０ではな

く，相関を持っている。

次に，ソーシャルキャピタルと生活関連変

数の相関であるが，統計的に有意な相関があ

るものは多くないことも見て取れる。まず，

ソーシャルキャピタルの指標のひとつである

地域への信頼とは，生活満足度が有意な相関

を持っている。また，近隣とのつきあいでは，

生活困難事項の「インフラ」因子が負の相関

を持っていることが分かる。これらは交通な

どが不便であると感じる，泣訴する個人は近

隣におけるつきあいが多いことを示すであろ

う。そして最後に，地域活動組織への参加は，

同じく生活困難事項の「活動」因子が有意で

ある。これはこのような組織に参加している

個人ほど，外に出て活動することに関する不

安を抱いていることを示しているのであろう。

ただし，これらは他の変数でコントロール

されていないものであるため，以下の分析に

よって真の傾向が明らかになることは言うま

でもないことである。

地域へ信頼 １

近隣の付き合い ．０５０ １

地域組織参加 ．０３０ ．０１２ １

「不安」因子 ．０６９ �．０２１ �．０１２ １

生活満足度 ．１５４＊＊ �．０４９ ．０７２ ．０５９ １

生活困難「活動」 �．０６５ �．０２９ ．０９６ �．２２１＊＊ �．１２１＊＊ １

生活困難「余暇」 �．０８６＋ �．０４５ ．０２４ �．１７０＊＊ �．１５３＊＊ ．６６３＊＊ １

生活困難「文化」 �．０９８＊ �．０６８ ．０６９ �．１７７＊＊ �．１５３＊＊ ．６６３＊＊ ．７０３＊＊ １

生活困難「インフラ」 �．０７９＋ �．１１４＊ �．０１６ �．０６７ �．０７４＋ ．３８０＊＊ ．４９５＊＊ ．４５３＊＊ １

表４ ソーシャルキャピタルと生活不安の相関係数表

ただし，相関係数はリストワイズしたものであり n＝５０２である。
また，＊＊：p＜０．０１；＊：p＜０．０５；＋：p＜０．１０である。
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� ソーシャルキャピタルが生活不安へ与え

る影響

これまでに，ソーシャルキャピタルが生活

不安へ影響を与えていることは理解できたが，

ただし，それらは他の変数をコントロールし

ていない結果であった。したがって，それら

が疑似相関を含まない影響を示す。先に述べ

たように，本研究のデータは集落を代表した

個人を選んでいるので，マルチレベルの回帰

分析を行った。マルチレベルモデルは，ここ

で用いるデータや反復測定データのように入

れ子となった構造を扱うものである。このよ

うなモデルを用いることにより，相関が高い

ことが予想される上位のグループと下位の単

位の関連を一本の回帰方程式に入れずに済む

ために多重共線性を回避できるともに，グルー

プ間のばらつきや効果のばらつきなどが分か

り，さまざまな新しい知見をもたらすモデル

である。

結果は，表５のとおりである。まず，切片

のみをランダム化したモデルを検証した。

まず，生活不安に対しては，ソーシャルキャ

ピタルはほとんど影響を与えていない。表５

モデル１で見ることができるように年齢だけ

が有意となっている。年齢が上がるほど不安

は高まるが他の変数は何も効

果を持っていない。

次に因子分析で抽出したそ

れぞれの生活困難事項の因子

分析の結果得られた生活困難

因子に対しての効果である。

第一因子である「活動」に

対しては，地域活動集団への

参加が高い「活動」因子に対

して正の効果を持っている。

さまざまな地域活動への参加

という資源が生活困難を高め

ているという結果である。基

本的に，このような因果順序

は逆のことを示していると考

えられる。「活動」に関する高い生活困難を

持っている人ほど地域活動集団へ加入すると

いうことである。「活動」因子への効果の解

釈については後ほど考察する。ここでは，年

齢と教育年数が効果を持っているが，年齢が

低いほど「活動」に対する生活困難を感じて

いるという結果となっている。「余暇」に関

しては身体の状態を超えた何らかの余暇の活

動が問題となるためにこのような結果になる

と考えられる。

次の因子は，「余暇」因子である。この因

子に対しては，ソーシャルキャピタルは効果

を持たず，年齢（負の効果：年齢が低いほど

「文化」に関する生活困難が高い），教育年

数（正の効果），教育年数（正の効果：教育

が高いほど「活動」に関する生活困難が高い），

従業上の地位（負の効果：無職であるほど

「活動」に関する生活困難が高い），健康満

足度（正の効果：健康であるほど「活動」に

関する生活困難が高い）などの独立変数が効

果を持っていることが分かった。

第三因子である「文化」に関しては，近隣

のつきあいの負の効果が１パーセント水準で

有意であった。これも，近隣つきあいの頻度・

内容の低い人が高い文化的な生活困難を感じ

モデル番号 １ ２ ３ ４ ５ ６

従属変数 「不安」 生活満足 「活動」 「余暇」 「文化」「インフラ」

地域へ信頼 ．０１０ �．１９５＊＊ ．０３１ ．０５８ ．０３１ ．０７５

近隣付き合い �．００８ �．０５７＋ �．０２４ ．００２ �．０４５＋ �．０４０＋
組織参加 �．０４５ ．０９９ ．１３１＋ ．００４ ．０７４ �．０３４
性別 �．０９２ ．０１１ ．０３５ ．０３５ �．１３３＋ ．０６６

年齢 ．００６＊＊ ．０１２＊＊ �．００５ ．００７＊＊ �．００９＊＊ �．００４＊

教育年数 �．０１８ ．０３６＋ ．０３１＋ ．０３２＋ ．０４２＊＊ ．０２９＊

婚姻上の地位 �．００８ ．１８３＊ ．０９６＋ ．０１５ ．１９１＊＊ ．１８４＊＊

従業上の地位 �．０７９ �．２５３＊＊ �．０６８ ．１５８＊ �．１１１ �．０５４
健康満足度 ．０５４ ．３４４＊＊ �．０３７ ．０５１＋ �．０８４＊＊ �．０４３＋
居住年数 ．００３ ．００４＋ �．０００ ．００１ �．０００ ．００１

切片 �．４７７ １．５９２＊＊ ．１０８ ．３００ ．４３６ �．０２９
切片分散 ．１０７ ．０００ ．１３４ ．１７４ ．０００ ．２６８

残差分散 ．７５６ ．９２６ ．７９５ ．７４２ ．７６８ ．６２０

対数尤度 �５６８．２５ �７４２．２２ �６７９．００ �６４６．７３ �６５４．３９ �５６５．６６
ケース数 ４７４ ５３６ ５４５ ５４５ ５４５ ５４５

表５ 生活不安のマルチレベル回帰分析（１）

＊＊：p＜０．０１；＊：p＜０．０５；＋：p＜０．１０である。
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ていると解釈することが妥当であろう。これ

まで有意とならなかった独立変数では，婚姻

上の地位（正の効果：結婚しているほど「活

動」に関する生活困難が高い）が有意となっ

た。

「インフラ」因子でも，近隣のつきあいが

有意となった。これは負の効果であるため，

つきあいが「インフラ」因子を緩和している

と言えるだろう。他に，年齢，教育年数，婚

姻上の地位と健康満足度が有意となった。

最後に，生活満足度に対しては，地域への

信頼とつきあいが有意水準１パーセントで有

意な効果を持っていることがわかった。これ

らは負の効果となっている。すなわち，ソー

シャルキャピタルが高い個人が生活満足度を

和らげていることを示している。これは仮説

どおりの結果である。また，他の独立変数で

は，年齢（正の効果），教育年数，婚姻上の

地位，従業上の地位，健康満足度，居住年数

も「活動」因子へ効果を持っている。ただ，

これまでと異なることは，年齢が正の効果を

持っていたことである。しかし，これまでの

研究においても一般的な生活満足度に対して

は高齢者は他の変数をコントロールするとこ

のような傾向を示すことが知られている３）。

� 切片と傾きの分析

これらのモデルは，前述のとおり切片のみ

をランダム化したものである。そして，その

切片の分散はどのモデルにおいても統計的に

有意であることが表から見てとれる。これは，

それぞれの生活不安に関する初期値の値，す

なわち他の独立変数の値が０の際の生活不安

の値は，集落でばらつきがあることを示して

いる。

また，これらのモデルのうちマルチレベル

モデルとしてフィットがよいのは，モデル４

とモデル６である。このうち，モデル６のみ

を取り上げて他の独立変数もランダム化を行っ

た。そのうちもっともよいモデルは地域への

信頼をランダムにしたモデルであった。その

結果は，表６である。このとき，ランダム化

した地域への信頼の傾き，すなわち，信頼と

いうソーシャルキャピタルの「インフラ」因

子への効果も各集落で異なっていることを示

している。

ここで，これらの集落単位でみた切片や傾

きがどのような傾向を表すかを知るために，

これらの切片と傾きを他の変数との相関で見

ることで試してみた４）。

まず，モデル６の「インフラ」因子を従属

変数に，そして，地域への信頼を独立変数，

性別，年齢，教育年数をコントロール変数と

して投入した重回帰分析を集落ごとに行い，

その切片と傾きの係数を取り上げた。そして，

従属変数 「インフラ」因子

地域へ信頼 ．０７５＋

近隣付き合い �．０４１＋
組織参加 �．０３５
性別 ．０６７

年齢 �．００５＊＊

教育年数 ．０２９＊＊

婚姻上の地位 ．１８４＊＊

従業上の地位 �．０５５
健康満足度 �．０４３＋
居住年数 ．００２

切片 �．０３０
信頼傾き分散 ．０００＊＊

切片分散 ．２６９＊＊

残差分散 ．６２０＊＊

対数尤度 �５６５．６６
ケース数 ５４５

傾き 切片

傾き １ �．３３７＊

切片 �．３３７＊ １

高齢化率 ．０７０ ．２１７

居住年数 ．０１８ ．２９７＊

年齢 �．１６１ ．３７６＊

教育 ．１１３ �．３８１＊＊

信頼 ．２２２ �．０６５
付き合い �．２４２ �．１４９
組織参加 ．２９７＊ �．０９８

表６ 生活不安のマルチレベル回帰分析（２） 表７ 傾き・切片との相関係数

＊＊：p＜０．０１；＋：p＜０．１０である。

＊＊：p＜０．０１；＋：p＜０．１０である。
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他の変数との相関を取ってそれらの切片と傾

きがどのような傾向を示しているかを試して

みた。ここで用いた相関を取るための変数は，

各集落の高齢化率，本研究で用いている調査

データの年齢，教育年数，そして居住年数の

平均値である。その相関分析の結果は，表７

である。切片は居住年数，年齢の平均値と正

の相関，教育年数と負の相関がある。また，

傾きは地域における組織参加と正の相関が見

て取れた。前者は，年齢が高く，居住年数が

長く，教育年数が低い集落ほど「インフラ」

因子の内容を訴える集落であることを示す。

また，後者は，組織参加が多い集落ほど「イ

ンフラ」因子を訴える率が急になっていくこ

とを示す。特に，後者は確かに，理解はでき

るが，解釈が困難であった。

Ⅳ．結論と考察

まず，本研究においては，ソーシャルキャ

ピタルが生活困難事項や生活不安，そして生

活満足度に対してそれらを緩和する効果を持っ

ていたことが明らかとなった。

しかし，いくつかの問題と更なる課題につ

いて最後に述べたい。まず，今回の結果は横

断的調査から収集されたデータであり，その

ソーシャルキャピタルが生活困難を和らげる

効果というものがどのように蓄積されていっ

たのかはわからない。しかし，たとえば，こ

れらは生活困難なことが少ないからソーシャ

ルキャピタルが多く集まるというような逆の

解釈も可能な結果であることに注意しなけれ

ばならない。

本調査のような仮説に至ったのは，問題の

所在に書いたとおり，地方におけるさまざま

な生活にかかわる問題があり，また，現実と

しても都市などよりも生活をするに際しての

（情報化が進んだために昔よりはそれほど差

異が大きくないものの）情報の配分や地域の

便利さなどで不利な点がある。そして，他方

では，長く住んでいるために近隣においては

互いに顔見知りで近所付き合いなどが多く助

け合いなども行われていることがその論拠で

ある。

もちろん，調査対象者の多くは，実際は長

く調査対象地に住んでいるために，どこが初

期値かわからない。しかし，ある時間の流れ

を仮定した上であるソーシャルキャピタル，

もしくは，その量が生活に対する不安をだん

だんとかき消していっているという仮定の上

で検証を行うものである。前述した従属変数

と独立変数の因果順序が逆になった仮説も考

えると，高い地位の人間（もしくは，生活困

難がない人は）ソーシャルキャピタルを多く

保有するということを検証するとしても，も

ともとある個人が生まれながらにしてソーシャ

ルキャピタルを多く保有することは考えにく

いので，このような仮説においてもある時間

の流れを想定していることになる。

いずれにしても，実際に，これらの仮説の

どちらが正しいかを検証するためには，横断

的調査から得られたデータでは不可能である。

したがって，パネルデータなどを収集するこ

とにより検証することが必要となることは言

うまでもない。

そして，今後の解くべきものとして挙げる

ことができるのは，果たして個人，もしくは

集団の社会関係資本の量を増やすことは可能

なのであろうか？という問題である。Putnum
（２０００）は，社会関係資本が高いイタリアの

地域の地方政府は行政パフォーマンスが高く，

それが低い地域では，行政パフォーマンスは

低い，と述べている。また，アメリカにおい

ては，社会関係資本が次第に減少してきてい

る。このような社会関係資本の静態的な仮定

（もしくは，単純に減少していくという見方）

は，社会関係資本が不変のものと見ているの

か，もしくは文化的に決定されると見ている

のかという疑問も生じてくる。

その一方で，社会関係資本が変化するとの

北 星 論 集（社） 第４８号

― 66 ―



見方も存在する。諸富（２０１０）は，バングラ

デシュのグラミン銀行を例に取り，そこで社

会関係資本が蓄積していく様子を描いている。

また，Hall（１９９９；２００２）は，まず，イギリ
スにおけるさまざまな組織への加入が年々増

えていることを指摘した。そして，その要因

として，教育改革，階級構造の変化，そして，

イギリス政府が政策によってボランタリーセ

クターを構築してきたことを挙げている。Hall
は，３点目を重要視し，地域レベルで行って

きた政策がイギリスの高い社会関係資本のレ

ベルを維持していることを明らかにしている。

このような問題に留まらず，ソーシャルキャ

ピタルとまちづくりの相互作用などまだまだ

ソーシャルキャピタルの問題は解決すべきも

のが多い。これらは今後の課題であり，今後，

更なる多くの研究が必要となるであろう５）。

【註】

１）Grootaert=Van Bastelaer（２００２）を参照の
こと。

２）これはいわゆるランダム係数モデルと呼ば

れるものである。マルチレベルモデル，ラ

ンダム係数モデルについては，たとえば，

Kreft=De Leeuw（１９９８），Raudenbush=
Bryk（２０００）などを参照のこと。

３）Nakata（２００７）などを参照のこと。
４）この分析は，もうひとつの集落を単位とし

たデータセットを作成して行った。５０の集

落のそれぞれの高齢化率，そして，従属変

数を「インフラ」因子，独立変数に性別の

ダミー変数，年齢，教育年数を入れた回帰

分析を５０の集落ごとに行い，その傾きのパ

ラメータと切片を変数として用いた。ただ

し，４つの集落は，ケース数が２以下であっ

たため，また，ケース数が少ないためにす

べての個人で同じ回答が出てしまったため

に分析したケースから抜けてしまい，４６の

集落の分析となった。

５）なお，本研究は，科学研究費基盤研究（A）
「東アジア包摂型福祉社会の創出と地域福

祉専門職養成の循環システムの形成に関す

る研究」（研究代表者：野口定久（日本福祉

大学））の研究生活の一部である。データの

使用を認めていただいた野口定久先生にお

礼を申し上げます。
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［Abstract］

The Effects of Social Capital on the Structure of Living
among Rural Japanese People：Using Multilevel Models

Tomoo NAKATA

The aim of this study is to reveal the effects of social capital on the life structure in
rural Japanese areas. Though it is said that rural areas in Japan are battered, there have
been no solutions yet. But social capital is highlighted as a remedy for these regions. This
study employed a survey conducted at a town in the Tohoku Area on August２０１０（N＝
７７１）. Random effect models were appled, because the differences among communities are
treated. The dependent variables were anxiety about life, satisfaction of life, and annoyance
in life. The independent variables were trust in the areas, neighborhood networks, and par-
ticitipation in organizations as social capital. The respondents� age, sex, education, years of
living in the area, marital status, occupational status and health were also recorded. Some
social capital had significant effects on the living sturucture. Trust in the area where they
live affected life satisfaction, and neighborhood networks had an effect on �the lack of social
infrastructure� factor. Finally, some differences among communities were found, as the vari-
ances of intercepts and slopes in the regression models are significant. But it was impossi-
ble to fix the causes.

Key words： Social Capital, Multilevel Models, Community Welfare
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